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はじめに

若者の失業が，先進国，新興国，途上国を問

わず，世界各国で問題になっている。例えば，

国際労働機関(ILO)は， 2013年 1月22日に発

表した13年版の世界雇用情勢報告書で， 2013年

の世界の若年層 (15-24歳)の平均失業率は

12.7% (12年見込みより 0.1ポイント上昇)に
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達すると予測している。 13年の全世代平均失業

率見込みが6.0%だから，若年層の失業率は全

世代平均の 2倍強の水準となる 1)。また，国際

通貨基金(lMF)は，先進国が抱える失業の

およそ 4分の 3は経済構造と働き手の技能がか

み合わずに起きる「構造的な失業」であること

を指摘している。 IMFが特に問題としている

のが技能を身につけなければならない若年層の

失業で，報告書はブルガリアなど南・東欧地域

や中東・北アフリカ地域では「若年失業率が平

均の2倍を超えるJとして，各国に早急な対応
を求めている2)。

因みに，日本ならびに欧米先進諸国やロシア

などの新興国の15-24歳層の失業率の推移をグ

ラフで示すと.図 1のようである。

2008年9月のリーマン・ショックを契機とし

て，各国の若年層の失業率は急速に悪化してい

る。なかでも， EU諸国のうち，スペインを筆

頭に，イタリア，ギリシア等の南欧諸国の失業

率悪化が顕著である。

では，わが国の若年層の労働事情はどうであ

ろうか。図 1を見ると.2010年時点で失業率は

9.2%で，これはドイツの9.7%とほぼ同水準に

ある。この数字は，オランダ (8.7%)，ノル

ウェー (9.3%). オーストリア (8.8%)，スイ

ス (7.2%)等の相対的に失業率の低い国々の

それと肩を並べるものである。これらの国々の

失業率が低いのは，それぞれに事情があるであ

1) 日本経済新聞夕刊， 2013年 l月22日付， r失業，
世界で 2億人突破へー若者.特に深刻J
2) 日本経済新聞liifJ刊， 2012年11月23日付， r先進
国の失業 f構造的jJ
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図I 各凶の若年柄 {れl日5-2創4仏l品殺~) の失7業佐ヰ準iの推移
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(hllp:/I剖als.oecd.org/)“LFS by sex and a~e" 2011 iJ' 7 J J 1J/.也;

ろう。 しかし，ここでは対象を日本に絞る。で

は，わが|玉|の若年凶の失業率が相対的に低いの

はなぜであろうか。筆者は，その理由として，

ttlに大学進学者数の増加1 (その精巣， IjJ卒，
rzziEでの就職希望者数が減少)，そして第 2に
純情のグローパル化が進展する 中で評判の思

い3)r新規学卒一括探川」の厄m慣行 (下支え
の働き)を挙げる ことができると思う。

本杭は，わが|主|の若年層 (20-34歳)付属m
の現状とその課題を，大学教育の大衆化に伴う

「学歴インフレ」と.r新規学卒一括採用jとい
うわが同独特の履朋慣行を中心に考祭したもの

である。

3) 例えば， 三戸公は.r教育jの視点から，r教
ffの荒廃をもたらした受験体制の最大の要悶は，
新J:J:1:'f:本-1，5採用である(中略)新規学卒一括採
用こそ，受験体制一学校の選別機関化一教i'fの荒

廃の5c凶である」と断じている。(三戸 『会干よっ

てなんだ一日本人が・生すごす「家JJ光文利，
1984i1-'， 53頁)また，減主主宰は，r世代 r~\j係発j
の悦}~'から ， r新卒一指採用」を 「遺物」と切り
抗てている。(城 rr新卒一括採用jという泣物j
rVuiceJ PIJP，平成23年4月サ，70-76頁)
4) 1しO は， .15-24歳の年齢胞を「若年府Jとし
ているが，本稿では，大学進学者数の附加ならび

に向校新卒就業首数の減少，そして「新規ヴ・卒-

M保JljJの負の制作ffl(既卒者の就職難等)を考
l但して， 20-34歳層を f若年層」と見倣す。

第 l章 若年者失業の推移と現状

1.若年者失業の推移と現状

まず，若年者失業の推移と現状を凡ておく 。

|ヌ12.同3は，作齢階級別完全失業者数 CJJ
-!;._・叶)ならびに失業率の推移を示したものであ

る。1)(12が示すように，各年度とも. 20-2"~T:t 

2!)-29t&， 30-34歳階級で失業者数が多い。

2000 午前後をピークとして. 2010年時点で，

20-24成で42万人，25-29歳で45万人， 30-34 

t&で37万人となっていて，これら 3階級 (;11'

124万人)で全体 (334万人)の37.1%を占める。

またI){I3をみると，失業率で最も山ぃ数値を

ぶしているのは15-19歳層であり，それに次ぐ

のが20-24歳肘， 25-29歳層で， 20]0年時点で，

15-19歳附で9.8% (実数的には約 9万人。凶

4参!!日).20-24歳層で9.1%， 25-29歳肝で

7. 1 %， 30 -31Jt払l留で!).4%と，いずれも全千1'.附

INの平均失染率4.5%を上回る。

1;;(1 "は， 2010年H寺点での年齢|階級別完全失謀

者数及び失業~t~ (労女計)を示したものである。

2. r就職氷河期Jとは何か?
新聞紙上等で， r就職氷河期jの刑罰をはか
けることが多い。例えば， 日本経済新聞は，次
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図2 年齢階級日Ij完全失業者数 (男女計)の推移

o 1975年 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
回15、19歳図20-24歳口25-29歳己30-34歳.お-39歳区40-44歳

.45-49俊 白50-54歳 .55-59段 目60-64歳 口65歳以上

(注) 201]年については，東日本大震災の影鮮により，岩手県，宮城県及び福島県を除く。

(出所) 厚生労働省大臣官房統釘情報部縞「労働統計袋覧j平成23年度版より銃者作成。(原資料)総務省統計局 「労働力
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図3 年齢階級日Ij完全失業率(男女言1-)の推移
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(lB所) 図2に同じ。
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図4 年約階級別完全失業者数及び失業率(男女計 2010年現在)
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のような記事を掲載している5)。

1990年代から2000年代にかけ，大卒の新卒

採用は大きく振り子が採れた。リクルート

ワークス研究所の豊田義博主任研究員による

と，荒気拡大を支えに企業が大量採用したパ

フ'ル入社組は92il~に卒業した人まで。 その後，

同研究所(調査・ーヲ|用者)の大卒求人倍率は

下降線をたどり，就職氷河期時代が到来する。

00年には大卒求人倍率がl倍を切り，就職し

たい人のすべてが就職できるわけではない状

況となった。リストラが一段落した企業が採

用意欲を回複し，雪解け状態になったのは05

年ごろから。08年春大学卒業の求人倍率は16

年ぶりに 2f告を突破し，学生が複数の企業か

ら内定を符ることは珍しくなくなった。この

傾向は09年審卒業予定者も引き続いている。

(傍点は引用者)

「就職氷河期jという言葉が生まれたのは

1994年だという 6)。そして，企業が新卒採用を

一斉に手控えたそれからの10年間を「就職氷河

5) FI本経済新聞夕刊， 2008年4月23日付， i氷河
j切社口のユーウツ」

6) 山田昌弘 fなぜ若者は保守化するのか 反転す
る現実と願望j東洋経済新報社， 2009年， 20頁。
iWorksJ No. 61， 2003.J2-2004.01，ワークス砂f
究所， 9頁。

期Jと呼んでいる7)。因みに，何年 3月に卒業
した学生の20]0年末の年齢をみておくと，30代

後半 (38-39成)で，図4の35-39歳の年齢階

級に該当する且)。

まず，大学新卒の求人倍率等の推移を見てお

く。図5はそれを示したものである。

上記引用にある「バブル入社組」の最後， 92 

年3月卒業生の求人総数は73万8.100人，民間

企業就職希望者数は30万6.200人，求人倍率は

2.41倍である。その後，若干の凸凹はあるが，

求人倍率は低下し， 2000年 3月には希望者数'11

万2，300人が求人総数40万7，800人を上回る0.99

倍にまで悪化している。その後は，徐々に回復

し，2008年3月卒業生の求人総数は93万2，600

人，希望者数は43万6，500人で求人倍率は2.14

任?にまで回恕している。 しかし， 2008年9月の

リーマン ・ショックのi話料で， 2010年3月卒業

生は前年比28.6%減と過去最大の一品ち込みを記

録(;)t人倍率は1.621音) している。

そして，現在，新卒者の雇用環境は依然とし

て厳しいものがある。大学卒業者のうち就職も

進学もしない者の制令をみると， 2000年には，

7) 朝日新聞「ロストジェネレーションJ収材班
『ロス トジェネレーションーさまよう2000万人j
朝H新聞利， 2007年.19頁。
8) 城繁幸は，向らを含めて，この世代を 「元祖就

~聡氷河期世代」と称している。 (J，峨 『若者を殺す

のは誰か?j扶桑長1:新'd， 2012":. 95頁)
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(刷所) リクルートワークス研究所 f第29阿ワークス大卒求人倍率調盆 (2013年卒)J2012年4月25日.より筆者作成。

32.4%と過去故高となり，大卒者のおよそ3人

に1人が就職も進学もしていない。 2000年代後

半は，就職も進学もしない者の割合は低下した

が， 2010年は大きく上封・し，24.2%となった。

この数値には，専修学校等の入学者や家事従事

者などが含まれるが，その多くは就版活動をし

たものの就職先が決まらず一時的な仕事に就い

た者や未就職のまま卒業した者だと推iJliJされ

る910 また，海外展開を急ぐ大手企業の中には

海外人材を増やす半面，囲内の採用を減らす似J

きもlよがり始めている10)。 しかも，海外勤務に

堪えられる人材を求めるなど採用基準も向 く

なってきている。新卒者にとっては予断をm:さ
ない状泌が続く 11)。

本田111紀は， 現在の大卒就職が置かれている

通時的な文脈を，次のように理解している )2)。

9) 厚LJ:.労働省 f労働経済白{!rJ平成23年版， 130 
頁。

10) 例えば，日本経済新IJ十J~i月 flJ (2013年1月29n 
{・J)は， イオンでは.*年度 (20日年度)は，今

年度の1.5依の過去/ti尚の約1500人の外国人を幹
部俊~11ì生としてアジアから採用，と記している 。

11) I，;J 1-.， 2012il'I0月22日付， rきょうのことばJ
12) ~ij谷剛彦/本田山紀編『大卒就駿の社会学一
データからみる変化j東京大学出版会.2010年.

29頁。

過去約20年の聞に，日本の大卒就職は大き

な変動を経験して きた。80年代末から1990年

頃にかけてのパプル経済下における採用需要

の著しい拡大と，それとは打って変わっ た

19931]=.頃から2004年頃の就職氷河期 ・超氷河

期におけるかつてない採用の冷え込み，そし

て一転して2005年頃からの 「いざなぎ超え」

景気下での採用の再活発化，さらに2008年秋

に発生 した金融危機のあおりを受けた「内定

切り」や再びの新卒採用抑制というように，

その時々の経済情勢のもとで新規大卒就職は

激しい浮沈に見舞われてきたのである13)。こ

のような経緯のなかで，それ以前には存在し

た大卒就職の自明性が希薄化する と同時に，

上記①ー⑤の問題14)がいっそう顕在化すると

13) 太田聡ーは，不況期に学校を卒業した世代が，

そうでない世代に比べて労働市場で不利な状況に

陥ってしまう現象を「世代効果」 と呼ぶ。(太m
f終年者就業の経済学』日本経済新院!出版社，
2010年， 84頁)
14) 本国は QOL(Quality of Life)の視点から，現

在の大卒就職の特後として，①大学在学中の早

期から開始し，②大学での教育成果を尊.i-Itしな

い不明li'ffiな評価基準による多段階の選抜がなされ，

①就職後の駿務内容や労働条件に関する情報が

少ないことから.@就毅f去のミスマッチのリス
クが大きく，かっ@内定を得られないまま大学

を卒業した場合にその後の就設機会が著しく不ノ
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図6 大学 (学部) ・ 短大 (本科) への逃~{・ホ(過年度高卒者等を含む)の推移
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--短期大学 (本利)への進学率 (過年度高卒者等を含む)計

。土) 大学 (学部)・短期大学(本科)への進学術(巡年皮肉平者等を含む) 大学学部 ・短期大学本科入学者数 (過年度尚

卒者等を含む)を 3年前の中学校卒業者放び中等教n学校古iJjUJiJMJ!修了者数でi徐した比率。
(11¥所) r学校基本調査j名年から宣伝者作成

いう混迷のもとに，現在の大卒就職は位置し

ている。(傍点は引):I:J者)

要するに，í就職氷河期」と は， 大学新卒~Iミ

の就職難を指す用語である。留意しておきたい

のは，求人倍率の底，2000年 3月の卒業生は，

2010年末で， 33歳前後だという ことである。本

稿が20-34歳層を「若年層Jとして対象とする
所以である。

第2章 「学歴インフレJの時代

1.大学・短大への進学率の推移

大学 ・短大への進学率の推移を篠認しておく 。

阿6はそれを示したものである。

1955年の大学(学部)進学・率は男が13.1%， 

女が2.1%，合計7.9%，また， 短期大学(本

科)進学率は男 が1.9%，女が2.6%，合青|

2.2%，大学 ・短大合わせて男が15.6%，女が

、手1)になる，の 5つを指摘し， 問題視している。

(苅谷/本|羽編，前掲 f大卒就職の社会学J29頁)

5.0%，合計で10.1%に過ぎなかった。1947年

生まれの 「団塊の世代」が大学へ進学した1965

年でも，大学への進学率は男が20.7%，女が

4.6%，合計12.8%，また，短期大学進学率は

91が1.7%，女が6.7%，合計4.J%，大学 ・短
大合わせて男が22.4%，女が11.3%，合計で

17.0%に過ぎなかった。と ころが，直近の2011

年現在，大学への進学率は男が56.0%，女が

45.8%，合計51.0%，また， 短期大学進学率は

38が1.2%，女が10.4%，合計5.7%.大学 ・短

大合わせて男が57.2%.女が56.1%.合計で

56.7%にまで膨れ上がっている。

大学への進学率は男女ともに1990年をtjtに急

激に上昇。している15)。特に女性の大学進学卒は

1990年の15.2%から2010年の45.2%へと30ポイ

ントも上昇している。因みに， 男性は同期間に

33.4%から56.4%へと23ポイ ント上昇している。

また，女性の短大進学者は， 1994年の24.9%を

15) その一因として，1991年に文部省 (当時)が大

学放置基準を大幅に緩和したことが挙げられる。
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表1 大学学歴と大企業の正社員になるチャンスの も安定した就職先と見なすことのできる大金業

関係(数値が1より大きいほど有利) の正規職に就けるチャンスを高めるうえで，ー

世代グループ
大卒学歴一般

選抜度の高い

(高校卒業時の大学進学率) 大学卒業の場合

若年グループ (40%以上) 1.05 3.23 

中間グループ (25-40%) 1.64 1.89 

年長グループ (25%以下) 1.77 2.58 

(注) 性別，年齢，両親の学歴，父親の職業などの要因の

影響を統計的に統制した後の大卒学歴の効果

(/11所) 日本経済新聞朝干IJ.2011年 4月30日付.rr学腰イ
ンフレJ脱却急げ」

ピークに，以後，急速に低下している。

2. r学歴インフレJの時代
「学歴インフレ」は，ロナルド・ドーア(R.

P. Dore)の著書16)に出てくる用語(仮説)で

あるo 苅谷剛彦は，東京大学社会科学研究所が

実施した調査データを用いて，表1に示すよう

な分析結果を得た17)。そして，その解説の中で，

「学歴インフレ」という用語を用いているo そ

の要旨は以下の通り。

調査は， 2007年時点で20歳から40歳までの青

壮年を対象に行われたもので，表1は，それを

大学進学率25%以下の年長グループ， 25-40% 

の中間グループ， 40%以上の若年グループの 3

つに分類したものである。そして，グループご

とに，ロジスティック回帰分析の手法を用いて，

大学卒業後に大企業の正規職に就けたかどうか

に，大卒学歴一般と偏差値ランク(選抜度)の

高い大学(偏差値55以上)はどのように影響し

ているかを推定したものである。その結果，最

16) R. P.ドーア(松居弘道訳)r学歴社会新しい
文明病j岩波書庖.2008年。ドーアは，同書で，

この用語(仮説)について.rあるレベルの学校
の卒業生が供給過剰となるために，伝統的に彼等

の領分とみなされてきた職業より一段低いレベル

で求職するという現象である。J(40-41頁)と述
べている。また，類似の用語として.r学歴要件
のエスカレーションーすなわち卒業証書の価値低

落J(9頁)も多用している。これらは，一般に
は， r学歴代替Jと呼ばれている。
17) 日本経済新聞朝刊， 20日年4月20日.rr学歴イ
ンフレJ脱却急げj

般の大卒学歴を得ることの影響は，進学率が高

まっていく若い世代ほど小さくなる傾向が見ら

れた(表 1では， 1.77→1.64→1.05)。他方で，

選抜度の高い大学を卒業していることの影響は

若年グループで最も強くなった(表 1では

3.23)。非正規職が増え，大学進学率が40%を

超えるようになった若年世代にとって，大企業

の正社員になるチャンスを高めるうえで，同じ

大卒でも選抜度の高い大学を卒業していること

が重要になったということである。この結果は，

大学ランクという面から見た一種の「学歴イン

フレ」を意味する。より安定した職に就くチャ

ンスを高めるための敷居が，偏差値ランキング

のどこにあるか。その境目が大学進学率の上昇

とともに上方にシフトしたのである。

苅谷は，続けて， r日本で生じている学歴イ
ンフレは(理工系を除き)，大学入学時の偏差

値ランクの上昇による選抜基準の上方シフトと

いう，ふるい分け(スクリーニング…引用者)

の面での変化であり，教育内容の高度化や教育

年数の増加を伴わない。他の先進国の学歴上昇

が人的資本の増大につながる変化であるのに対

し，日本では依然として学歴が訓練能力(勤勉

さや学習能力といった訓練を受ける際の能力…

引用者)の高さを識別するシグナルとして働き，

就職に際し求められる偏差値ランクが上方にシ

フトするという，人的資本の増大なき(経済学

の用語を使えば「シグナリング効果J1S)だけの)
学歴インフレである。J(傍点は引用者)と述べ
ている 19)。

「学歴インフレJに関連して，日本の大学新

18) rシグナリング効果Jについて詳しくは， トー
マス・カリアー(小坂恵理/訳)rノーベル経済
学賞の40年j上，筑摩書房.2012年.218-232頁，

等を参照されたい。

19) 詳しくは，苅谷「大学教育機会の拡大によって

大卒学歴の価値はどのように変化したのか?一日

本型学歴インフレの功罪-J(東京大学社会科学
研究所パネル調査プロジェクト デイスカッショ

ンペーパーシリーズ No.48，2011年3月)を参照。
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卒の現状を見ておく。 2011年度版『労働経済白 過剰時代J24)，i大卒の学歴陳腐化J25)などと言
書Jは，高学歴化が必ずしも就職に直結しない われるのも故無しとしない。野村正賞は，次の

ことを指摘している20)0 i白書」の要旨は以下 ように述べている26)。

の通り21)。

大学入学者数が大きく増加した1990年代に，

その受け皿になったのは人文科学や社会科学関

係学部で，入学者に占める割合は1985年の

53.4%から1997年には57.3%へと上昇している。

2000年代に入り減少したが， 2010年でも49.6%

を占めている。他方，理学や工学は90年代まで

はほぼ横ばい， 2000年代は低下している。保健

やその他は， 2000年代に増加している。卒業後

の就職と進学についてみると，人文科学や社会

科学では就業者数が最も多く，進学者の割合は

小さい。他方，理学や工学では就職者も多いが

進学者も多く， 1990年代以降，進学者数は大き

く増加している。学科別に就職も進学もしない

者の割合をみると，芸術系を筆頭に，人文科学，

社会科学などの文系学部で高く，他方，理学，

工学，農学，保健などの理系学科では相対的に

低い水準である。こうした傾向は1990年代以降

それほど大きく変わっていない。今後，大学は，

教育課程の内外を通じて社会的・職業的自立に

向けて，教育課程の上の工夫や有機的な連携体

制の確保等，多様な取組を推進していることが

期待される。(傍点は引用者)

日本の大学(学部)への進学率(浪人を含

む)は，図 6で示したように， 1990年度は

24.6% (実数で49万2.340人)22)であったが，少

子化が進行しているにもかかわらず， 2011年度

は51.0%(実数で61万2.858人)23)と，この20年

で倍増している。このような急速な大学教育の

「大衆化Jは，大学が，従来は大学教育に馴染
めなかった学生を多数引き受け，そして4年後

に，基礎学力も覚束ない多くの学生を社会に送

り出すことを意味する。新聞紙上等で， r大卒

20) 日本経済新聞朝刊.2011年7月8日付， r高学
歴化就職に直結せずJ
21) 前掲『労働経済白書j平成23年版.135-138頁。
22) 文部科学省『文部科学統計要覧j各年
23) 文部科学省『学校基本調査報告書』平成23年度版

大卒がほんの一握りのエリートだった時代

と現在とでは就職戦線が大きく変わった。大

学への進学率はすでに 5割近くに達している。

大卒というだけで企業がありがたがる時代は

過ぎ，企業が大卒に期待していたホワイトカ

ラーの需要はむしろ減っている。高等教育と

労働市場の関係が大きく変わる変革期を迎え

つつあると言える。(中略) (今後の行方は…

引用者)，大学問競争が激しくなり，大卒労

働力内での差別化が進むであろう。

野村が，このように述べたのは1998年である。

苅谷の「学歴インフレ」論は， i大卒労働力内
での差別化Jを示す好例だといえよう。

3.新卒者の就職状況

図7は大学・短大の新卒者の就職率の推移を

みたものである。

1955年では，大卒男性の就職率は75.0%。女

性のそれは67.5%，合計で73.9%となっている。

以後，男性は70%台をキープし女性は概ね

60%台で推移してきている。女性の就職率は，

1980年代に入ると大幅に改善され27)，1990年は

男女ともに81.0%となっている。しかし 1995

年を境に，大学新卒の就職率は急速に悪化し

直近の2011年では，大卒男性が57.0%，大卒女

性が67.6%，合計61.6%で低迷している。

24) 日本経済新聞夕刊， 1998年11月17日付.r就職
氷河期再ぴ大卒過剰時代を映すJ
25) 日本経済新聞朝刊， 2012年 1月29日付.r就
活・採用ここが間違い」

26) 脚注24に同じ。
27) 因みに，男女雇用機会均等法の施行は1986年で
ある。



40 経営学論集

図7 大学・短大新卒者の就職率の推移
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(注) 各年3月卒業者のうち，就職者(就職進学者を含む。)の占める割合である。

(出所) 図6に同じ。

第3章 「新規学卒一括採用」の

再編の可能性

1. i新規学卒一括採用jとは何か?

まず.i日本的雇用慣行Jについて一瞥して
おく。平成10年版の『厚生白書』は，これを以

下のように定義している28)口

「日本的雇用慣行」とは，企業が，新規学

卒者を一括採用し，長期雇用を前提として，

雇用者が若年の時は賃金を上回る貢献をしな

がら，企業内訓練による人的資本形成を行い，

中高年期になって蓄積された人的資本への対

価として貢献を上回る賃金(いわゆる「年功

賃金」…引用者)を支払うことにより，企業

固有の技術を持つ熟練労働者を長期に確保す

る仕組みである。(中略)日本的雇用慣行は，

成長人口，高度成長経済という条件の下，企

業・雇用者の双方に利点のあるものとして，

戦後の日本の企業に広く普及し定着した。

(傍点は引用者)

「白書」が刊行されて15年が経った。日本的

雇用慣行が確立したといわれる高度成長時代の

28) 厚生省監修『厚生白書』平成10年版， 176頁。

前提は全て失われた。つまり，経済はグローパ

ル化し企業問競争は激しさを一層増している。

出生数は100万人を切るのも時間の問題であ

る29)。雇用形態の多様化の進展で，非正規従業

員の割合は3人に 1人にまで上昇した。また，

長期にわたる平成不況の中で賃金上昇は抑制さ

れ続けている。つまり. i日本的経営の 3種の

神器J.定年に至るまでの長期雇用(雇用保障)， 
生活保障給付的な年功賃金(職能給).正規従

業員のみを対象とする企業別労働組合の存立基

盤は失われた，あるいは失われつつある，と

いってよい。

ここで留意しておきたいことは， i新規学卒
一括採用」は，長期雇用を前提とした「日本的

雇用慣行」の構成要素の一つだということであ

る。したがって， i新規学卒一括採用jの再編
は.i日本的雇用慣行」全体の見直しの中で行
われる必要があるということになる。

次に， i新規学卒一括採用jならびに「就職
協定Jの軌跡を見ておく。
田中博秀は， i新規学卒一括採用」を「新規

29) 因みに，厚生労働省の i20J2年推計」を見てお

くと，出生数は統計が残る1899年以降最小の103

万3千人である。(日本経済新聞朝刊， 2013年 1

月1日付， r人口自然減，最大の21万人J)
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表2 三井物産会社の各年度本採用者の構造(人)

新規採用の種別 辞令発令形態/年度 1903 1909 1913 1916 1926 

ノンキャリアの当該年度新規採用 日給見習から日給職員合格申 46 7 18 。 。
月給見習から月給職員合格料 24 27 97 185 69 

内訳海外大学卒 。 2 2 

学卒者の当該年度新規採用
専門学校卒 5 7 30 35 20 

帝国大学卒 1 12 34 12 

高等商業卒 4 8 38 85 18 

商業学校卒 13 10 17 29 17 

当該年度新規採用社中ノンキャリアの割合(%)(*/*+**) 66 21 16 。 。
(出所) 若林，前掲害， 19頁より一部抜粋。

学卒採用方式Jと呼び，これについて.rわが
国においては，企業側の事情からいえば，いわ

ゆる年度替わりに当る 4月1日に，新しい年度

中における企業経営の見通しと，さらにその先

の中長期的見通しからみて必要となると予想さ

れる従業員数を，その前の年の新規学卒者の中

から予め選抜しておいて一斉に採用するのが一

般的である。J30)と述べている。

また，野村正賓は，これを「定期採用」とl呼

ぴ， r会社が毎年ないしほぽ毎年.高校や大学
などの新規学卒者を卒業と同時に採用すること

である。yl)と規定している口
この「新規学卒一括採用」の起源は古く，明

治時代，日清戦争の頃だと言われている。例え

ば竹内洋は，回中博秀や天野郁夫の文献等に依

拠して.次のように述べている32)。

新規学卒同時期採用とは当該年度卒業予定

者を対象に一斉に採用活動をおこない，同時

(4月1日)に入社させるという採用慣行で

ある。その起源は1895年(明治28年)にまで

遡れる。当時のビッグピジネスの日本郵船と

三井が大学卒を定期的に採用するようになっ

たのがはじまりである。新規学卒者の定期採

30) 田中博秀 f現代雇用論』日本労働協会. 1980年，
372頁。

31) 野村正賓 f日本的雇用慣行一全体像構築の試み
-J ミネルヴァ書房， 2007年， 54頁。
32) 竹内洋『日本のメリトクラシー』東京大学tL¥版

会. 1995年.162-163頁。

用が財閥企業を中心に一般化するのは明治30

年代後半からである。第一次世界大戦のころ

には，中規模の企業までもがこうした新規学

卒採用方式をとりはじめる。

では，何故，新規学卒者の定期採用が財閥企

業を中心に明治30年代後半から一般化したので

あろうか。その辺の事情については，若林幸男

が詳しい。次のように述べている33)。

主要な園内事業を縮小し，海外事業を急膨

張させる日清戦争後の物産の重役陣が全で海

外事業の専門家であったことから，この時期

の物産(三井…引用者)の新入社員のリク

ルートについては，当然，海外事業従事者候

補，つまり，学卒者に対する需要を拡大させ

たo 1887年の段階で10%に過ぎなかった学卒

者は.1902 (明治35)年には16% (職員総数

457人内学卒者76人)にまで一挙に上昇し

(中略)結局，中等教育，甲種商業学校及び

これと同等の学校以上の准学卒者，学卒者

(ここでは中等教育出身者を准，高等教育出

身者を学卒者と呼称，以下同)の割合は1926

(大正15)年時点では実に88%に達するので

ある。(傍点は引用者)

33) 若林幸男『三井物産人事政策史 1876-1931年

一情報交通教育インフラと職員組織-Jミネル
ヴァ書房.2007年， 119頁。
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要するに，日清戦争後に海外でのビジネスが

急拡大すると，外国語の教育を受けた大学卒の

優秀な人材が必要になったということである刊。

そして， r新規学卒一括採用jの雇用慣行(菅
山真次はこれを「新規学卒採用制度Jと呼ぶ)
は， 1910年前後に確立した， というのが歴史家

の見方である35)。

ここで確認しておきたいことは， r新規学卒
一括採用」の雇用慣行は，戦後の見通しのきか

ない敗戦経済の中でも存続し続け，今日まで

100年以上の歴史をもっということである36)。

したがって，その再編は，一筋縄では行かない，

というのが筆者の見解である。

「就職協定」の起源も戦前に求めることがで

きる。 1928(昭和 3)年に，三井銀行など18

社37)の大企業が発起人となり， r入社試験は卒
業後に行う l8)ことを他の大企業や有力大学に

呼びかけたことがその始まりとされている39)。

しかし「紳士協定j(申し合わせ)にすぎな

かったため，フライイングが相次ぎ40)，1935 

(昭和10)年には，三菱の提案で協定は正式に

破棄されることになった41)D

戦後も企業の新卒採用意欲は高く，選考の早

34) 日本経済新聞朝刊， 2007年3月26日付， i新卒
採用，日清戦争後広がる」

35) 菅山真次 ri就社J社会の誕生ーホワイトカ
ラーからブルーカラーへj名古屋大学出版会.

20日年.94頁。
36) 日本企業の新卒定期採用の晴矢は.1875 (明治
8)年に慶応義塾(当時はまだ正式な「大学Jで
はない)から三菱に入社した荘田平五郎だと言わ

れている。(前掲 iWorksJ5頁)そこから数え
あげると優に100年を超える。
37) 18社の具体名は，野村，前掲『日本的雇用慣
行J58-59頁を参照。
38) 前掲 iWorksJ7頁。
39) 野村，前掲『日本的雇用慣行J58-59頁。なお，
協定の対象になったのは1929年3月の卒業生から
である。(同.59頁)
40) 例えば，慶応義塾大学では，協定2年目の30年
3月卒業生で. 3月末までに28杜に採用が決定さ
れ，その中に，三井物産，住友合資という協定呼

びかけ18杜に名を連ねた会社が含まれていた。
(同.60頁)
41) 向上.62頁。

期化が進み， 1953 (昭和28)年には就職協定が

設けられた。これは，戦前とは異なり，卒業前

の学生の採用を内定することを前提に，採用試

験を rlO月中旬から 1ヶ月くらいjとするとい
うものであった42)。しかし協定は再度守られず，

60年代には「青田買いj，r早苗買いj，r種もみ
買い」などの言葉が生まれた43)0 80年代の後半

から90年代前半のパフゃル期を迎えると，人手不

足感が強まり， r人手不足経済jが喧伝され，
マスコミでは，切り札は， r高齢者j，r女性労
働者j，r外国人労働者j，と騒がれた。だが，
パプル崩壊後，企業は新卒採用を一気に減らし，

「就職氷河期」を迎えることになる。そして，

その渦中， 1997年に，企業と大学側が， r就職
協定Jの廃止で合意し今日に至っている44)。
ここで留意しておきたいことは，戦後，卒業

前の新規学卒一括採用は， r内定jr内々定」と
いう名称で，既成事実化されているということ

である45)。

2. i新規学卒一括採用jの再編の可能性

まず， 日本経済新聞の社説を引用しておくり

タイトルは， rr新卒一括』が招いた就職難U46)
である。

大学生の就職活動は今年も長期化している。

学業に割く時間は減り， r就活jに苦戦し，
自信をなくす学生も多い。この状況を改める

には企業の採用改革が必要だ。(中略)なか

なか内定がとれず，就職活動を長期間強いら

42) 向上， 67頁。
43) 向上， 68頁。
44) 日本経済新聞朝刊， 2009年 9月26日付，
「シューカツに協定があったの?J
45) 野村は， i卒業前の定期採用という慣行は，会
社と大学にとってもはや変更不可能なまでに根づ

いていたことである。敗戦経済という見通しのき

かない経済環境のなかで，会社は卒業前の定期採

用を続け，大学と学生もそれを当然のことと考え

ていた。」と述べている。(野村・，前掲『日本的雇

用慣行J67頁)
46) 日本経済新聞朝刊， 2011年11月21日付，社説
ir新卒一括jが招いた就職難」
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れる学生が多いのは，景気が不透明で企業が

採用を抑えていることが背景にある D だが根

本的な理由は，学生が4年生になったばかり

の4-5月に企業の選考が集中し，新卒者を

まとめて採る「新卒一括j方式が定着してい

るためだ。春に選考に漏れると，その後面接

などを受ける機会は大幅に減ってしまう。経

団連は今の大学3年生から採用活動を変え

会社説明会を 2カ月遅らせ3年生の12月から

にした。(中略)商社の業界団体である日本

貿易会は昨年に統j 会社説明会や選考試験

の時期を大幅に遅らせるよう経済界に働きか

けるという。そうなれば今よりは学生の負担

は減るだろうが，より効果があるのは企業が

新卒一括方式の採用を柔軟にすることだ。既

卒者採用や， 4年生の秋や冬にも選考試験を

する通年型の採用を拡げたい。(中略)学業

への悪影響を放置すれば学生の質が低下するD

企業は能力の高い人材を確保するためにも採

用改革に踏み出す時だ。(傍点は引用者)

要するに，ここで提案されているのは，第 1

に，選考時期の集中化の是正であり，第2に，

新卒一括採用方式の柔軟化である。

しかし果たして企業は聞く耳をもっているだ

ろうか? もし，上記提案を企業が受け入れる

とすれば，学生は「長期間の就職活動」から解

放されることになるかもしれない。しかし，今

度は，企業が「長期間の採用活動」に拘束され

ることになる。企業にその用意があるとは思え

ない。例えば，極端な事例ではあるが，ファー

ストリテイリングは傘下のユニクロで昨年

(2012年)の採用選考から大学 1年生でも内々

定を出す制度を初めている。会長兼社長の柳井

正の真意はどうであれ，これは結局「大学教育

無用」を前提とした制度と言わざるを得ない47)。

「社説」で示されている新卒採用の「経団連

方針」について一瞥しておく。

日本経団連は2011年 1月12日，大学新卒者の

47) 日本経済新聞朝干iJ， 20日年 1月10日付， r大学
変えねば日本は沈むj

就職活動の見直しを会員企業に要請すると発

表した。「見直し」とは.2013年4月の入社予

定者から，会社説明会やインターネット登録を

大学3年(大学院は修士 1年)の12月1日(現

行は10月頃)以降に始め，試験や面接は現行ど

おり，大学4年(修士2年)の4月以降に実施

する，というものである48)。これについて，日

本経団連の米倉弘昌会長は， 1月12日の記者会

見で， r多くの企業が守れる最大公約数を選ん
だJと説明しているが，筆者には会員企業の意
向を反映した「妥協の産物」にしかみえない。

この程度の改善(? )ですら擦った採んだする

ようでは， I新規学卒一括」そのものの再編は
もちろんのこと，企業側が大学側の要望に沿っ

た採用日程に見直すことさえ期待薄である。こ

のような企業の保守的体質を見限ってであろう，

山田昌弘は，次のような大胆な提言をしてい

る49)。

日本では，この新卒一括採用システムは，

いくら批判にさらされでもなかなかなくなら

ない。よい人材を闘い込みたい大企業と，安

定した職を得たい学生が結託して，新卒時以

外の人材供給を排除してしまうからである。

ならばいっそのこと，大企業や公務員は一定

の年齢(たとえば27歳)になるまで正規職員

になれないと法制化してしまったらどうだろ

う。大企業の総合職やキャリア公務員になり

たい人は，卒業後，一度は中小企業に就職す

るなり，ノンキャリアの職に就きながら27歳

以降の受験チャンスを待つ。

筆者は，何でもかんでも法制化すればよい，

という考えには与さないが， I自浄能力Jを欠
いた保守的な企業の体質を見ると，上記のよう

に言いたくなる気持ちは理解できるロ

ともあれ，評判の悪い「新規学卒一括採用」

であるが，では，この慣行にメリットはないの

48) 向上， 2011年 l月13日付， r長い就活解消遠
くJ
49) 山田，前掲『なぜ若者は保守化するのかJ43頁。
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凶8 新規学卒求人倍率と年齢階級別常用有効求人倍率(新規学卒者除く)
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(注) 1.新規学卒求人倍率は当該年度3月卒業者を対象。

2.求人数均等配分方式による。これは，求人の対象年齢の種類(対象年齢がどの年齢階級(5歳刻みの11階級)に

またがるかにより66通りに分類)ごとに，求人数を対象年齢に相当する各年齢階級に均等に配分して，年齢別の月

間有効求人数を算/1¥し，これを年齢別の月間有効求職者数で除して年齢別有効求人倍率を算出。これ以外に f就職

機会梢み J-_げ方式Jがあるが，平成17年 l月分までしか遡及集計されていないので，ここでは略した。
3.有効求人倍率にはパートタイム労働者を含む。

(出所) 前制『労働統計嬰覧』各年より鍛者作成。原資料は厚生労働省職業安定局「職業安定業務統計J

であろうか? そこで，新規学卒求人情率と年

齢階級別常rn有効求人倍率(新規学卒者除く)
の推移を見ておく白図8はそれを示したもので

ある50)。

グラフは，ひとたび大学を卒業し既卒者とな

ると新卒者と比較して，就職が非常に難しく

なるということを示す。しかも有効求人倍率に

はパートタイム労働者を含む，つまり非正規従

業員を含むということに留意すると，この開き

は尋常ではない。特に2000年以降はその聞きが

顕著である。就職未決定の学生が高い授業料を

才ムってでも「自主留年Jを選択するのもむぺな
るかなという気がする。

「新規学卒一括採用」のメリット・デメリッ

トの比較考量は難しい。例えば，有賀健は，

「筆者(有賀)は，若年人口比率の低下，退職

年齢の上昇といった長期要因も考慮すると，新

卒中心の採用制度はその利点以上に弊害が大き

くなっていると考えている。ただし，その厳密

50) 新規学卒求人倍率は図 5で示したものと同じで

ある。

な検証は不可能に近いと思われるfl) (傍点は

引用者)と述べている。そこで，以下の論述も

あくまで筆者(西)11)の印象の域を出ない。

日本経済新聞は， I新規学卒一括採用Jの雇
用慣行に言及して， I日本の15-24歳の失業率
は8.2%。高止まりしているが，欧米に比べる

と低い水準だo 理由の一つに，日本では新卒を

一括採用する雇用慣行があることが挙げられて

いる。欧米はこうした雇用慣行はなく，新卒者

がすぐに職に就けない例も多いとされる。ただ，

日本の新卒一括採用は新卒の機会を逃すと，就

職できない可能性が高まる問題もあり，行き過

ぎの是正を求める声も出ている。J52)と記してい
る。

51) 日本経済新聞朝刊. 2010年10月7日付， r新卒
採用の偏重解消へ-r在職権j制度の導入検討
をJ
52) 同上， 2012年7月16日付， r働けない若者の危
機」。同様の見解は，平成18年度版『国民生活白

書jの「新卒一括採用慣行の功罪J(35-37頁).
太田聴ーの rr大学全入時代jの対策急げJ(日本
経済新聞朝刊， 2011年7月20日付)にも見られる。
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筆者もまた， r新規学卒一括採用」は日本の
若年者雇用に一定程度寄与していると考えてい

る。しかし上記引用でも指摘されているよう

に，仕事経験のない「既卒者」の就職難という

負の副作用を生み出していることも確かであ

る。

筆者は，企業が， r新規学卒一括採用」とい
う雇用慣行を再編する気がないのであれば(お

そらくないと思われる)，つまり，時代にそぐ

わない古いシステムをスクラップする気がない

のであれば，新しいシステムをピルドする以外

に途はないと考えている。すなわち， r新規学
卒一括採用Jはそのままで.r新規学卒一括採
用Jから漏れた学生あるいは既卒者を救済する
新たな「採用システム」を構築した方が早道だ

ということである。

第4章大学の職業斡旋機関

としての役割

天野は，大学の「職業斡旋機関としての役

割Jについて.次のように述べている問。

企業は学校に採用申し込みをし時には候

補者の第一次鐙衡を学校に依頼するc 学校は

就職担当の係や課を設けてこうした企業の要

請に応え，さらには市場開拓のため積極的に

企業に，卒業生の売り込みをはかる。昭和3

年に行われた，中・高等教育機関の卒業者の

就職に関する調査54)は，実業学校でも専門学

校や大学でも，大多数の卒業者が「学校斡

旋」のルートを通って就職していったことを

教えている。企業が，とくに職員層の供給源

を直接学校に求め，学校はそうした企業の要

請に応えて商・経系の学部や理工系の学部を

拡充し卒業者を企業に送り込む職業斡旋機

関としての役割を果たす口このヨーロッパ諸

国では現在でもみることのできない，企業と

53) 天野，前掲『教育と選抜の社会史』ちくま学芸

文庫.2006年I 271頁。

54) 中央職業紹介事務局『全凶大学専門学校卒業生

就職状況調査J(1928年)のこと。

学校との強い結びつきと，それに基礎をおい

た教育資格の擬似職業資格化ーそれがわが国

の学歴主義を早期に成熟させ，社会の学歴社

会化を推し進めた最大の要因だといってよい

だろう。(傍点は引用者)

上記引用で留意すべきは，すでに戦前の昭和

3 (1928)年には「学校斡旋」のルートが存在

していたということである問。

麻生誠も，同様に 昭和初期に「企業採用パ

ターンjが確立したとして，その一つに「学校

就職活動の制度化」を挙げ.r大学・専門学校
において，どこでも就職活動のためのセクショ

ンを整備・充実させていくようになった。採用

者側が，まず一定期日までに，学校へ卒業生の

就職を依頼し学校側がそれを卒業予定者に知

らせ，就職の斡旋をするという今日のパターン

は，この時期(昭和初期…引用者)に作られた

ものである。J56)と述べている。

昭和初期といえば，第一次大戦後の経済不況

による労働力需要の減退のため.高等教育卒業

者の慢性的供給過剰が問題視されていた頃であ

る57)。特に，世界大恐慌が勃発した1929(昭和

4 )年の就職率は，理工系学部の76.0%に対し，

法文系学部・学科卒業者はわずか38.1%に過ぎ

なかった刻。

ところで，菅山は，天野の見解を下敷きとし

て.rこれまで，研究史のなかではほとんど触
れられることがなかったが，企業と学校のリン

ケージこそ. r就社j社会.[=1本の歴史的成り
立ちを解明するうえで鍵を握る，決定的に重要

55) 菅山も，天野が依拠した資料に基づき，中央職

業紹介事務局は. r1927年に初めて『学校卒業生

採用状況』の調査を行い，当時すでに大企業・銀

行を中心として，学校とのリンケージを基盤とす

る新規学卒者の定期採用制度が普及していたこと

を明らかにした。Jと述べている。(菅山，前掲
n就社J社会の誕生J139頁)
56) 麻生誠『日本の学歴エリート』講談社学術文庫，

2009年. ]04-105頁。

57) 詳しくは，加瀬和俊『失業と救済の近代史』古

川弘文館， 2011年， 32-49頁を参照。

58) 麻生，前掲 f日本の学歴エリートJ103頁。
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表3 最初の職探しで試みたこと(複数回答， %) 

家族，親 友人，知 就職情報
広 且ロュ 公共職業 寸...... ・ 校

民間の職
その他

戚 人 誌 安定所 業紹介所

日 本

初中等教育 22.4 11.7 4.9 6.6 4.5 62.6 0.9 3.7 

高等教育 25.1 15.8 19.5 13.0 4.0 59.6 3.4 11.6 

アメリカ

初中等教育 41.1 35.5 0.0 45.8 15.7 13.8 8.4 30.1 

高等教育 38.4 36.1 0.0 56.2 16.4 46.6 14.6 27.4 

イギリス

初中等教育 37.6 29.8 0.0 48.7 15.2 42.3 25.9 12.1 

高等教育 18.1 25.0 0.0 68.1 14.7 36.2 21.6 1l.2 

(出所) 苅谷剛彦『学校・職業・選抜の社会学一高卒就職の日本的メカニズムj東京大学出版会.1991年.22頁。 1989年の雇

用職業総合研究所の資料から苅谷が作成。

な制度なのである。J59) (傍点は引用者)として，

次のように述べている60)。

戦後日本の学校は，教育活動の一環として

卒業後の進路の指導を行うことを自明として

きたし，さらに，自ら就職を斡旋する主体と

して行動することをまったくためらわなかっ

た。また，社会や企業もそれを「当たり前の

こと」として受け入れ，指導に励む教師に暖

かい視品慢を注いできたといえるo これが国際

的には異例ともいえる慣行・制度であること

は，苅谷剛彦らが強調してきた通りである。

引用文中に記されている苅谷は，表3を示し

て，次のように述べている61)。

私たちは，教師が卒業生の就職のめんどう

をみたり，学校が進路指導の一環として職業

斡旋を行なったりすることを当然のように見

なしている。就職協定にしたがって，卒業前

年の夏から秋に高校3年生が一斉に採用試験

を受け，事実上卒業以前に就職先が内定する

59) 菅山，前掲 rr就社」社会の誕生J21頁。
60) 向上.135貰。

61) 苅谷剛彦『学校・職業・選抜の社会学一高卒就

職の日本的メカニズム』東京大学出版会. 1991年，

22頁。

こと，企業は職業安定所を通じてそれぞれの

学校に求人を行ない，学校ではそれぞれの企

業に求人枠に収まる範囲で生徒を選抜し推薦

すること，そして卒業と同時にほとんどすべ

ての卒業生が4月1日に一斉に就職すること，

これらは皆日本では当たり前にすぎる出来事

として人びとの注目を集めることさえない。

しかし国際比較の観点から見れば，このよう

な就職のプロセスは，けっして当たり前では

ない。ほかの先進諸国をみれば，日本の中

学・高校レベルに当たる中等学校が就職者の

職業への配分に直接かかわることは，必ずし

も常識的なことではないことがわかる62)。

戦後を見てみよう。 1953(昭和28)年に就職

協定がスタートしたことは既述した。戦後で，

着目すべきは，学校経由の中卒・高卒者の職業

斡旋である。

石田浩は， 1950年代前半に着目して，その理

由について，次のように述べている63)。

62) 苅谷は，山村賢明の所論(，現代日本の家族と

教育Jr教育社会学研究』第44集， 1989年)を引
用しながら，学校の職業斡旋への深い関与が日本

的であることは，すでに戦前の職業紹介業務の制

度化の中で始まっている，と述べている。(苅谷，

前掲『学校・職業・選抜の社会学J42-43頁)
63) 苅谷剛彦・菅山真次・石田i告編『学校・職安と
労働市場一戦後新規学卒市場の制度化過程』東ノ
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1950年代前半に注目する最も大きな理由は，

新規学卒者の職業斡旋に関して，職業安定所

と学校の役割が法的に明示されたのが， 1947 

年の職業安定法と1949年の改正によるからで

ある。職業安定法は1947年11月30日.法律第

141号をもって制定され，同年12月1日より

施行された。これにより，新規学校卒業者の

職業紹介は全面的に職業安定所において行わ

れることになり，また職業安定所は学校の行

う職業指導に協力しなければならないことが

明記された。さらに， 1949年5月20日の改正

により，学校は職業安定所の行う業務の一部

を分担したり，無料の職業紹介を行うことが

法的に認められた64)。

石田は， もう一つ，文部省が「学校教育法施

行規則等の一部を改正する省令Jにより， 1953 
年10月31日から中学校，高等学校に職業指導主

事を設置することを正式に決定したことを重視

して， rこの改正により，職業指導・斡旋が学
校教育体系の中に明確に位置づけられることに

なか制度としての基盤が形成されることに

なった。J65)と述べている。

こうして，菅山は，次のように述べている66)。

国際比較の観点からみた日本社会の特質は，

企業と学校のリンケージや新規学卒者という

慣行・制度の存在自体にあるのではない。む

しろ問われるべきなのは， r制度的Jリン
ケージが大卒エリートの取引関係だけではな

く.中卒・高卒の大衆労働者のそれにまであ

まねく広がっていったーそして， r学校卒業
=就職」という社会の「常識」を生み出した

一.そのダイナミックな力学なのである。

要するに，菅山は，明治期に一部エリート大

、京大学出版会.2000年， 114頁。

64) なお，当時(1950年代を通して)の新規学卒就

職者の主力は中学校卒業者であったことに注意す

る必要がある。

65) 菅山，前掲 rr就社J社会の誕生J116頁。
66) 向上， 170頁。

卒生を対象とした「企業と学校のリンケージ」

が，戦後になって，中卒・高卒の大衆労働者に

まで広がり，学校から職業への「間断のない移

動」が社会の「常識」となった，そのダイナ

ミックな力学，に着目しているのである。これ

は，苅谷が指摘するように， r学校への社会の
あつい信頼J67}があって初めて可能となるもの

である。

このように見てくると.時間的には100年以

上の歴史をもち，また空間的には，中卒から大

卒までの広がりをもっ「新規学卒一括採用」の

雇用慣行の再編が容易でないことは，火を見る

より明らか， といえよう。

結びに代えて

「大学教育の大衆化Jの中で，毎年， 60万人
超の大学生が卒業する。就職希望者すべてに正

規従業員としての身分を保障することは，大学

の自助努力だけでは如何ともしがたい。そこで，

これまで，当事者の大学は当然だが.官民とも

にいくつかの努力を重ねてきているo まず，大

学側の努力から見てみよう。

日本で初めて大学キャリアセンターを設立し

たのは立命館大学である。 1999年に設立されて

いる。それは.r失われた10年」の反省からう
まれた，といわれる。そして，その役割は，

「変化が激しい社会で生きていくには，常に最

先端の知識や技術にキャッチアップする必要が

あり，各々の持ち場を広く捉えて『学び続け

るj姿勢が不可欠であるo そうした『学び習

慣jや『学び方(問いのたて方)Jを身につけ
るのが大学教育における叫学び"であり.その

重要性を気づかせるJことである制。
上記で，留意すべきは，大学キャリアセン

ターの業務は単なる就職斡旋ではなく，大学教

育の一環としての「キャリア教育Jを担う部門
とされていることである。工業や商業などの実

67) 苅野，前掲 f学校・職業・選抜の社会学J57頁。
68) ここでの論述は，沢田健太『大学キャリアセン

ターのぶっちゃけ話一知的現場主義の就職活動j

(ソフトパンク新書.2011年)に拠る。
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業高校等で行われている「職業教育JI職業指
導JI進路指導」の大学版ともいえる。文部科
学省の強力な指導も然ることながら， I大学教
育の大衆化Jに伴って設置を余儀なくされたも
のと忠われる。しかし大学キャリアセンター

の歴史は設立されてせいぜい10年にすぎない。

したがって，教育体系の確立等，未だ暗中模索

の段階にある。

また，厚生労働省は職業紹介・相談業務にあ

たる公共機関ハローワークの窓口を全国の大学

に設置する方針を固め， 2013年度から，専門相

談員が500カ所の大学に常駐し，学生の就職を

支援する69)，という。豊かな経験と知識をもっ

雇用のプロ集団「ハローワーク」を活用しない

手はない。

ただ，懸念されるのは，大学キャリアセン

ターとハローワークの擦合せの問題である。つ

まり，それぞれの組織がもっ目的や性格が異な

るので，棲み分け，あるいは提携が円滑に進む

か否かである。

そして，大阪府(京都府や神戸市も同様の試

みを行っている)は， 2014年春卒業予定者など

の就職活動用に「大阪府優良企業活動就活ガイ

ド2014J(2012年11月)を作成，刊行した。こ

れもまた，中小企業が見えていない就活中の学

生にとって，いわゆる雇用のミスマッチ解消の

ためのガイドのーっとなるであろう。

要するに，筆者がここで言いたいことは，こ

こまで「大衆化させた大学教育Jの責任は，当
事者の大学はもちろんのこと，文部科学省等が

負うべきで，学生(含既卒者)70)の就職を全面

的に支援するのは当然で その場合，大学の自

助努力だけでは手に負えないのであれば(おそ

らく手に負えない?)，ハローワークとの提携，

地方自治体との連携も視野に入れたセーフテイ

ネット・システムを構築すべきだということで

69) 日本経済新聞朝刊， 2012年 5月13日付.r大学
に『ハローワークJJ
70) 向上 (2013年 3月4日付)でも.r卒業生の就
活も応援」というタイトルで，大学における既卒

者への総合的な支援を取り上げている。

あるo それが， I学校への社会のあつい信頼」
にも応えることになる。

中闘では， 2012年の大卒者は過去最高の680

万人で，前年よりも20万人増加した。 11年の大

学数は2409校と10年で倍増している。中国では，

「馬のように高学歴だが薄給」の若者を「アリ

族Jと呼ぶ。それは，アリのように働き，家賃
の安い大都市郊外で集団生活するからだ。アリ

族は地方からの出稼ぎ労働者である「農民工」

と給料がさほど変わらない。農民工は窓のない

地下で暮すため「ネズミ族jとも呼ばれる。雇

用拡大を上回るペースで大卒が増え， Iアリ族J
も増える71)。

上記は，日本経済新聞に掲載された記事，

「中国で増える『アリ族jJの要旨であるD 日本

とは桁違いの新卒者，大学数である。それでも，

大学卒業と同時に就職できる内定率は直近で約

7割だ，という。しかし，なんとか就職できて

も希望にそぐわない仕事に不満を抱く若者は転

職を繰り返すのが雇用側の頭痛の種， とある。

「高速成長」が続く中国といえどもこれだけの

量の大卒者に満足のいく職を提供するのは至難

の業であろう。中同事情については素人なので，

上記についてのコメントは差し控える。大事な

ことは，若者の雇用のためにどのようなセーフ

テイネット・システムをどのように構築するか

である。万能薬などあろうはずもない。将来を

担う若者の雇用はわが国のみならず世界各国に

とっても喫緊の課題である。
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